
様式第１(第７の１関係)
番　　　　　号　　
年　　月　　日　　

　和歌山県知事　様

住所：

氏名：
　 (又は法人名・団体名、代表者氏名)

　　　令和８年度和歌山県青年リーダー育成支援事業提案書

１．事業テーマ名　　：

２．補助金交付希望額： 円

３．事業完了予定日　：

４．添　付　書　類　： (１)事業計画書(様式第１－２)
(２)構成員名簿(様式第１－３)
(３)暴力団等排除に関する誓約書(様式第１－４)

　令和８年度において、和歌山県青年リーダー育成支援事業を実施したいので、和歌
山県青年リーダー育成支援事業補助金交付要綱第７の１の規定により、下記のとおり
提出します。

記

令和　　年　　月　　日



様式第１－２(第７の１、第１１の１、第１２関係)

１　応募者の概要
(１)　応募者

(２)　申請概要

※１の(１)の役職・氏名欄は、申請が個人の場合は役職の記載は不要。

※事業計画書の変更を申請するときは、タイトルの事業計画書を変更事業計画書とすること。

ふりがな

法人・団体等名称

電話
ＦＡＸ
E-mail

事業実施主体の活動概要(活動目的、活動状況などを記載してください)

事業実施主体の経営概要(品目別の栽培面積を記載してください)

事業実施主体の構成員の概要(法人・団体の場合のみ記載してください)

役員数
(法人のみ)

ウ　取組の動機・きっかけ(100字程度で記載してください)

事業計画書

ふりがな
年齢

役職・氏名

連絡先

〒
住所

構成員数
(団体のみ)

従業員数
(法人のみ)

ア　事業テーマ名(事業内容を的確に表現した簡潔な名称を30字程度で記載してください)

イ　事業計画の概要(事業内容の要約文を100字程度で記載してください)
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２　事業内容
(１)　事業プランについて

ウ　具体的な取組の内容
　　(上記イの解決に向けて行う今年度の取組を、栽培技術の改善、販売方法の工夫
　　など、項目立てて記載してください)

ア　地域農業の将来ビジョン(目指すべき方向)
　　(将来的にこうありたいと考える、地域農業の姿を記載してください)

エ　本県農業・農産物のＰＲ
　　(本県農業や農産物の紹介、魅力発信の手法について記載してください)

オ　女性の活躍推進
　　(女性農業者の活躍推進に向けた取組について記載してください)

イ　上記アを達成するために課題となる事項を記載してください
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(２)　見込まれる成果等について

ウ　事業の継続性
　　(得られた成果が次年度以降にどのように生かされるか記載してください)

項目

ア　事業目標
　　(生産量、販売額、人数などを１つ以上、最大で５項目記載してください。
　　新規の取組の場合の現状値はゼロとなります)

年　月

カ　事業スケジュール
　　(年間の事業スケジュールを分かりやすく説明してください)

内　容

イ　成果の活用・波及
　　(得られた成果が地域にどのように波及するかについて記載してください)

２年目
令和○年度

１年目
令和○年度
(実施年)

現状値
(前年)

３年目
令和○年度
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３　資金計画

※アの事業費合計とイの合計金額は同額になります

　①外注費

合計
その他(調達先：　　　　　　　　　　　　　　　　　)
金融機関からの借入(調達先：　　　　　　　　　　　)
自己資金
方法

イ　上記アの事業費合計の手当方法(単位；円)
　　(補助金を含めずに、アの事業費合計の手当方法を記載してください)

合計

　②その他知事が必
　　要と認めるもの

事業費
左記のうち補助
対象事業費

金額

(３)　旅費

　②展示会等出展費

　⑤専門家謝金

　④借料

　①　広報費

(２)　活動費

　③開発・取得費

(４)　外注費等

ア　本事業に係る経費明細表(単位；円)
　　(補助事業期間は交付決定後、当該年度の3月31日までです)

積算根拠経費区分

(１)　設備費
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様式第１－３(第７の１関係)

氏名 年齢 主な業務・経営概要 役職等

※主な業務・経営概要欄について
　法人：登記簿に記載されている役員の主な業務を記載
　団体：全構成員の経営概要（品目別の栽培面積）と団体内における役割分担を記載

構成員名簿



様式第１－４(第７の１関係)

番　　　　　号　　
年　　月　　日　　

　和歌山県知事　様

住所：

氏名：
　 (又は法人名・団体名、代表者氏名)

暴力団等排除に関する誓約書

　令和８年度和歌山県青年リーダー育成支援事業の実施にあたり、私（法人である場
合は当社、団体である場合は当団体）は、以下のいずれにも該当しません。
　この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被るこ
ととなっても、異議は一切申し立てません。

記

１　法人等（個人、法人又は団体をいう。）が、和歌山県暴力団排除条例（平成２３
　年和歌山県条例第２３号）第２条第３号の暴力団員等又は同条第１号の暴力団若し
　くは同条第２号の暴力団員と密接な関係を有する者

２　役員等が禁固以上の刑に処せられ、その刑の執行を終わらない者又はその刑の執
　行を受けることのなくなるまでの者


